
年 7 月 日
年 月 日

対象（誰、何を対象としているのか）＊人や自然資源等

A

B

C

意図（この施策によって対象をどう変えるのか）

　高齢者が健康で自立した生活を出来るだけ長く続けること、そして、たとえ介護を必要とする状態となっても、その人らしい生活を自分の
意思で可能とすることで、高齢者が尊厳ある暮らしを維持できるようにする

E

D

B
介護認定を受けている人
の割合

C

75.0A
その人らしくいきいき生活
している高齢者の割合

60.9％ 64.365.6

18.5
（17.5）

％ 16.4 17.116.8

２１年度（実績）
２２年度（目標）
　　　　　（実績）

２３年度（目標） ２６年度（目標）成果指標 単位 1９年度（実績）

２２２２．．．．施策施策施策施策のののの意図意図意図意図とととと成果指標成果指標成果指標成果指標

２０年度（実績）

単位

人

対象指標

高齢者人口 54,120 54,07152,598 57,24454,865

２６年度（目標）

53,421

２０年度（実績） ２１年度（実績） ２２年度（実績） ２３年度（目標）

平成平成平成平成 年度年度年度年度

作成日

更新日

23232323

2523

中島　清人

関　係　課　名 保険年金課

施策統括課

課　長　名
（施策統括責任者）

分野総合
計画
体系

高齢福祉課地域で安心して生活できる社会の実現

高齢者福祉の充実

Ａ：その人らしくいきいきと生活している高齢者の割合
　市民アンケートにおける回答で「そう思う」「どちらかといえばそう思う」と答えの合計値の向上を目指し、現在68%強の
数値を23年度には71%に、26年度には75％とし、4人に3人がそう思えるようになっていることを目標とした。
Ｂ：高齢者のうち、介護認定を受けている人の割合
　平成18年度より、二次予防対象者（旧特定高齢者）への介護予防事業により重点を置くこととなり、目標を22年度・
17.1、26年度17.5と低く設定した。
　しかし、平成21年度より地域包括支援センター（佐賀中部広域連合域内では「おたっしゃ本舗」の愛称と呼んでいる）
が中学校区毎の15箇所になった事で、2年を掛け周知され高齢者により身近な存在となり、サービスを必要としている
人の掘り起こしに繋がったことで、予防効果以上に認定者が増え22年度目標値を上回っている。現状では26年度の目
標値達成は難しい状況であるが、介護予防事業の更なる強化に取組、いくらかでも目標値に近い値を目指したい。

成果指標設定の
考え方（成果指標

設定の理由）

目標設定の考え方
（平成２６年度）

成果指標の測定
企画（実際にどの
ように実績値を把

握するか）

Ａ：その人らしくいきいきと生活している高齢者の割合
　その人らしく生活することは、人によって考え方は異なるが、住み慣れた地域や家庭の中で健康に暮
らしているかどうかを指標とした。
Ｂ：高齢者のうち、介護認定を受けている人の割合
　介護予防の充実を図る目安として、高齢者に対する介護認定者の割合を指標とした。

施策№

2

6

第1章

施　策　名

高齢者は、介護状態にならないよう予防に努めながら、生きがいを持つことや社会参加することなどによっ
て、その人らしくいきいきと生活している。

　　　　目指目指目指目指すすすす成果成果成果成果（平成２６年の状態）

１１１１．．．．施策施策施策施策のののの対象対象対象対象とととと対象指標対象指標対象指標対象指標

1９年度（実績）

71.0

68.6

17.1

18.5

71.0

18.5

65歳以上の高齢者

Ａ：その人らしくいきいきと生活している高齢者の割合
　市民アンケート

Ｂ：高齢者のうち、介護認定を受けている人の割合
　佐賀中部広域連合の介護認定結果

１８年度（実績）

57.8

16.8

１８年度（実績）

43,704



（１）時系列比較（総合計画の基準値と現状の比較） （２）近隣との比較 （３）市（役所）の裁量余地の大小

（比較対象自治体名： ）

成果がかなり向上した。 近隣と比べてかなり高い水準である。 裁量はかなり大きい。

成果がどちらかといえば向上した。 近隣と比べてどちらかと言えば高い水準である。 裁量はどちらかといえば大きい。

成果はほとんど変わらない。（横ばい状態） 近隣と比べてほぼ同水準である。 裁量はどちらかといえば小さい。

成果がどちらかと言えば低下した。 近隣と比べてどちらかと言えば低い水準である。 裁量はかなり小さい。

成果がかなり低下した。 近隣と比べてかなり低い水準である。 裁量余地なし。

６６６６．．．．施策施策施策施策のののの現状現状現状現状のののの課題認識課題認識課題認識課題認識

・成果指標Ａ「その人らしくいきいきと生活している高齢者の割合」が、目標は達成できなかったものの、平成19年度以降60％以
上をキープしていることは、全体的には現在取り組んでいる事務事業が受け入れられているものと考えている。
・また、21年度より地域包括支援センター（通称「おたっしゃ本舗」）が、中学校区に1箇所の15箇所に設置され、高齢者やその家
族にとってより身近になった事はサービス向上に繋がっているものと確信している。しかし、地域力向上のため各おたっしゃ本舗
毎に取り組んでいるネットワークづくりについては温度差があり、その点が課題と考えている。

・認知症対策として、認知症の人が地域においてその人らしく生活するためには地域住民の認知症への正しい理解が不可欠と
考え、「認知症サポーター」の養成に力を注いだ。その結果、２２年度は目標1500人に対し３倍強の4720人を養成することが出来
た。23年度以降も更なる養成に取り組んでいく。２２年度は、高齢者ふれあいサロン等高齢者を中心に養成してきたが、今後は
様々な年代・職種の人への拡充が必要と考える。

・成果指標Ｂ「介護認定を受けている人の割合」を介護予防の充実を図る目安としているが、目標を達成できていない。このこと
は、おたしゃ本舗が機能し必要な人に必要なサービスが届けられてると言うプラス面もあると考えるが、要介護状態になるのを水
際で食い止めようと平成18年度より始まった「二次予防事業（旧特定高齢者介護予防事業）」が、その増加分を引き下げるまでの
事業効果を挙げていないものと考えられ、参加者を増やすと共に、より効果的な事業内容の検討が課題となる。

横ばい 減少している

評評評評
価価価価
理理理理
由由由由

・達成度　：　成果指標はＡ、Ｂ共に目標を達成できなかったが、成果指標Ａでは前年を上回っており概ね達成していると判断した。
・妥当性　：　成果指標Ａが前年を上回っていることから、構成事業について妥当と判断した。
・経済性　：　成果指標Ａが前年を上回っていることから、妥当な水準であると判断した。
・必要性　：　市民意向調査結果で今後の重要度が、21年の85.7ポイント、22年87.5ポイント、２３年86.5ポイントと継続して高い水準を維持してい
ることから、その必要性は増加しているものと考える。

必要性（市民・社会ニーズ） ○ 増加している

一部妥当ではない 妥当ではない

一部見直しが必要 大幅な見直しが必要

○ 概ね達成 達成していない
評評評評
　　　　
　　　　
価価価価

達成度（単年度目標） 達成している

妥当性（構成事業見直し） ○ 現行の体系でよい

経済性（費用対効果） ○ 妥当な水準である

施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート２２２２

①この施策の役割分担をどう考えるか（協働による住民と行政の役割分担）

ア）住民（事業所、地域、団体）の役割（住民が自助でやるべきこと、地域やコミュニティが共助でやるべきこと、行政と協働でやるべきこと）

３３３３．．．．施策施策施策施策のののの特性特性特性特性・・・・状況変化状況変化状況変化状況変化・・・・住民意見等住民意見等住民意見等住民意見等

【高齢者】
　・健康づくり、介護予防、生きがいづくりに努める。
　・今までに身につけた知識や経験を活かし、就業やボランティア活動などに積極的に取り組む。
【地域住民】
　・援護を要する高齢者を支援する活動に取り組む。　・高齢者が活躍できる仕組みづくりに取り組む　・高齢者が活躍できる仕組みづくりに取り組む。

イ）行政の役割（市がやるべきこと、都道府県がやるべきこと、国がやるべきこと）

・高齢者福祉サービス、介護予防サービスの充実を図る。
・高齢者の健康づくり、生きがいづくり、社会参加の機会を提供する。
・高齢者を支援するボランティア、NPO活動を促進する。
・高齢者医療制度の安定的な運営を図る。
・各種サービスに関する適切な情報を提供する。

②施策を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）は今後どのように変化するか？

　介護保険者である佐賀中部広域連合の方針により、21年度より、社会福祉法人等民間の協力を得、地域包括支援センターが中学校区に1箇所の15
箇所に設置された。このことにより、職員数も増加し、高齢者により身近な存在となってゆくと共に、高齢者一人ひとりに割ける時間も増加しよりきめ細
やかなサービスが提供できるものと考えている。
　一方、高齢者人口の増加や平均寿命が年々伸びてきていることに伴い、認知症高齢者に対する対策が重要度を増していくものと考える。

③この施策に対して住民（対象者、納税者、関係者）、議会からどんな意見や要望が寄せられているか？また、その意見・要望にどう対応するのか？

高齢者を包括的・継続的にケアしていくためには関係機関との連携が必要ではないか
⇒地域包括支援センターが15箇所となったのを契機に、各センターのエリア毎にネットワークを作ることとし検討を始めた。
地域包括支援センターの認知度がまだまだ低いのではないか
⇒名称（地域包括支援センター）が硬すぎるのではないかと考え、佐賀中部広域連合で愛称募集を行い、21年度より連合域内では「おたっしゃ本舗」と
いう愛称を前面に出し、医療機関や民協等の関係機関に出向き周知に努めている。

５５５５．．．．施策施策施策施策のののの前年度成果結果前年度成果結果前年度成果結果前年度成果結果のののの振返振返振返振返りりりり

４４４４．．．．施策施策施策施策のののの成果水準成果水準成果水準成果水準とそのとそのとそのとその背景背景背景背景（（（（近隣他市近隣他市近隣他市近隣他市やややや以前以前以前以前とのとのとのとの比較比較比較比較、、、、特徴特徴特徴特徴、、、、そのそのそのその要因要因要因要因とととと考考考考えられることえられることえられることえられること。）。）。）。）

保健・福祉・医療・年金に関する施策につ
いては、他の自治体と比して成果の向上
を左右するほど特に優位でもないが、遜
色もない。

施策の事務事業の中には法等に基づく義務的な
ものもあるが、施策が目指す介護予防、生きがい
づくり、社会参加の促進、医療制度の安定的な運
営はいずれも高齢者の自立あるいきいきとした生
活に結びつくものであり、全体としては成果向上
への影響度は大きいほうであると考える。

＊上記の背景と考えられること。 ＊上記の背景と考えられること。＊上記の背景と考えられること。

成果指標「その人らしくいきいきと生活して
いる高齢者の割合」は目標を達成してい
ないが、前年を４%以上、上回っていること
から、「成果がどちらかといえば向上した」
と判断した。



成年後見制度利用支援事業
生きがいデイサービス事業
高齢者福祉施設マップ作成事業

事務事業の成果向上余地

小

８８８８．．．．構成事務事業構成事務事業構成事務事業構成事務事業のののの成果優先度成果優先度成果優先度成果優先度（（（（施策成果施策成果施策成果施策成果にににに対対対対するするするする事務事業事務事業事務事業事務事業のののの成果成果成果成果））））

施
策
目
的
に
対
す
る
目
的
直
結
度

運動指導事業
認知症対策事業
高齢者のための脳いきいき健康塾
特定高齢者施策事業

包括的支援事業
指定介護予防支援事業
高齢者ふれあいサロン事業
高齢者スポーツ大会
高齢者趣味の作品展
老人福祉センター等運営事業
老人センター各種講座
老人ホーム措置費
生活支援ハウス運営事業
高齢者世話付住宅生活援助員派遣
宅老所開設支援事業
後期高齢者健康診査等経費

寝具洗濯乾燥消毒サービス事業
日常生活用具給付事業
配食サービス事業
緊急通報システム整備事業
軽度生活支援事業
生活支援員派遣事業（支援員派遣・短期宿泊）
佐賀中部広域連合負担金
高齢者バス優待乗車券購入助成事業
はり・きゅう・マッサージ扶助事業
後期高齢者はりきゅう療養費助成事業
シルバー人材センター助成事業
生活・介護支援サポーター養成事業
後期高齢者医療広域連合療養給付費負担金
後期高齢者医療広域連合保険料等納付金

敬老行事補助金
敬老祝金
高齢者実態調査
家族介護慰労金支給事業
社会福祉法人利用者負担減免事業
民間社会福祉施設整備資金利子補給事業
免除申請事務
資格管理事務
給付事務
後期高齢者医療広域連合事務費納付金
徘徊高齢者家族支援サービス事業

健康相談
老人クラブ助成事業
高齢者健康教育事業
高齢者相談事業
後期高齢者医療特別会計繰出金

施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート３３３３
７７７７．．．．施策施策施策施策のののの課題解決課題解決課題解決課題解決のためのためのためのため今後今後今後今後のののの取取取取りりりり組組組組みみみみ

○おたっしゃ本舗を核としたネットワークづくりの推進
　おたっしゃ本舗毎の温度差をなくすために、今後も定期的な検討会を年間を通じて行う。まずは、医療と介護の連携強化を図るため、医師
へのアンケート調査並びに連絡票の作成に取り組む。

○認知症サポーター養成
　サポーター養成が高齢者等に偏らないように、２２年度でも少し取り組んだ中高生への養成講座の拡充や、職種的には市職員を対象とし
た講座の開催、あるいは高齢者との関わりが深い金融機関職員への講座開催等、様々な団体での講座開催に努めたい。また、市民向け
講座についても平日の参加が難しい人を対象に休日開催を実施する予定。

○二次予防事業の見直し
　２２年度まで、「生きがいデイサービス」事業をベースに１日コースの事業を中心に、２１年度からモデル的に運動機能向上を中心とした短
時間（２時間）の「元気アップ教室」を、２１年度２箇所、２２年度５箇所と実施し、１日コースより優位な事業効果が検証できたことにより、２３
年度より全事業を「元気アップ教室」に転換し事業に取り組み、更なら介護予防の推進に努める。
　

大 中 小

家族介護用品支給事業・紙おむつ支給事業
家族介護教室事業
収納徴収事業
広報活動事業

大

中



●次年度方向性の考え方

減少 維持 増加

事　務　事　業　の　コ　ス　ト

維持

減少

９９９９．．．．構成事務事業構成事務事業構成事務事業構成事務事業のののの次年度次年度次年度次年度のののの方向性方向性方向性方向性

包括的支援事業
高齢者ふれあいサロン事業
健康相談
後期高齢者健康診査等経費

運動指導事業
認知症対策事業
高齢者のための脳いきいき健康塾
特定高齢者施策事業
高齢者バス優待乗車券購入助成事業

事
務
事
業
の
成
果

向上

老人ホーム措置事業
生活支援ハウス運営事業
高齢者世話付住宅生活援助員派遣
生きがいデイサービス事業
家族介護慰労金支給事業
シルバー人材センター助成事業
社会福祉法人利用者負担減免事業
民間社会福祉施設整備資金利子補給事業
免除申請事務
資格管理事務
給付事務
後期高齢者医療広域連合事務費納付金
家族介護用品支給事務・紙おむつ支給事業
徘徊高齢者家族支援サービス事業
家族介護教室事業
広報活動事業
高齢者福祉施設マップ作成事業

指定介護予防支援事業
高齢者スポーツ大会
高齢者趣味の作品展
敬老行事補助金
敬老祝金
老人福祉センター等運営事業
老人センター各種講座
老人クラブ助成事業
高齢者健康教育事業
高齢者相談事業
寝具洗濯乾燥消毒サービス事業
日常生活用具給付事業
高齢者実態調査事業
配食サービス事業
緊急通報システム整備事業
軽度生活支援事業
生活支援員派遣事業（支援員派遣・短期宿泊）
佐賀中部広域連合負担金
はり・きゅう・マッサージ扶助事業
後期高齢者はりきゅう療養費助成事業
成年後見制度支援事業
宅老開設支援事業
生活・介護支援サポーター養成事業
収納徴収事業
後期高齢者医療広域連合療養給付費負担金
後期高齢者医療広域連合保険料等納付金
後期高齢者医療特別会計繰出金

○本年６月、高齢者が地域で自立した生活を営めるよう、生活支援サービスが切れ目なく提供される「地域包括ケアシステム」の
実現に向け、介護保険法が一部改正された。その中に、「医療と介護の連携の強化」「認知症対策の推進」「予防の推進」等が盛
り込まれている。そのようなことから次年度についても引き続き
・市内１５箇所のおたっしゃ本舗を核として、医療と介護の連携の強化に努めながら、その他関係機関も含めた地域ネットワーク
づくりに取り組むと共に、各おたっしゃ本舗毎の温度差の解消に努める。また、災害時の要援護者支援についても地域における
中心的役割を果たしていきたい。

・認知症対策については、認知症に対する正しい理解を広めるために国が平成１７年度から１０ヵ年計画で進めている「認知症サ
ポーター養成事業」を推進し、例え認知症になっても安心して生活できる地域づくりに取り組みます。

・予防の推進では、二次予防事業対象者向けの介護予防事業をより運動機能向上に力点を置いた効果的なものとし、１５箇所の
おたっしゃ本舗から対象者への事業参加の誘いかけを強化し参加者増を目指す。

○後期高齢者医療については、昨年から引き続き制度の見直しが議論されており、その動向を見守りながら的確な業務運営に
努めたい。



１０１０１０１０．．．．施策施策施策施策コストコストコストコストのののの実績実績実績実績

単位

本数

千円

千円

千円

円

円

円

１１１１１１１１．．．．経営戦略会議経営戦略会議経営戦略会議経営戦略会議でのでのでのでの指摘事項指摘事項指摘事項指摘事項

　■実績水準総合評価 　■採点結果（経営戦略会議・市民意向調査）
（28点満点）

・18年度評価 18.07 ・実績水準総合評価（28点満点） 18.15

・重要度総合評価（14点満点） 11.06

・19年度評価 16.59 ・今後のコスト水準（10点満点） 6.47

・市の裁量余地の大小（10点満点） 6.90

・20年度評価 16.07

※経営戦略会議調整

・21年度評価 19.47    なし（採点結果どおり）

・22年度評価 17.74 参考：H23方針

成果向上・コスト維持

　■平成２４年度方針

平成２０年度実績

54

同
⑦ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ（定義式：　　　　④　　　/　65歳以上の人数　）

項　　目

111,856

8,085

5,543,567

431,906

効率性指標

施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート　　　　４４４４

333,695

7,977,412

141,236

333,439

8,736,181

155,402

平成２１年度実績

5,975,473

103,771

平成２２年度実績

53

7,643,717

53

8,402,742

6,167

161,569

6,166

147,402

対象（受益者）１単位あたりもしくは市民１人あたりの施策の
⑤事業費（定義式：　　　　　②　　　/ 65歳以上の人数　　）

同
⑥人件費（定義式：　　　　　③　　　/　65歳以上の人数　）

施策トータル
コスト

①本施策を構成する事務事業の数

②事業費（事務事業の事業費合計）

③人件費

④トータルコスト（②＋③）

向上

維持

低下

低下 維持 向上

成
　
果

コスト

向上

維持

低下

低下 維持 向上

成
　
果

コスト


